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南アフリカと持続可能な社会への試練 1)

扇 藤

Challenges for Sustainable Society in South Mrica 

文

アバルトヘイト後の市アフリカ政府が再生日J能エネルギー、公共交油、また'I=.態系に配慮した料

消活動といった諸点において進展を示せなかったことは、政府による公的サービスの失敗をぶし

ており、その結来として人々が1ft界でも最も頻発する抗議行動を起こすことにつながった (Bond

2012:訂i)己

Ilド~
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市アフリカのダーパンは 2つの頗を持つ。 1つは気候変動枠組条約の締約litj会議を開催したこと

に象徴されるような環境先進出rh・としての阪である 'C もう lつはエネルギー集約型産業が依然とし
て抗梨な経済活動として残り、それにともなう公汗もまだ未解決であるとし、う頗である。このよう

なt析は南アフリカにおける、環境政策の許I況と実態の:oc離とも密接に|則述しているご現状を打開

する簡単な解決方法はなし‘が、多様な利害関係行のIIIJの意思疎通の緊常化が何よりも求められるだ

ろっ。
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ABSTRACT 

Durban in South Africa has two faces. The first face is the one of environmentally pioneering 

city as it hosed the COP of United Nations Framework Convention on Climate Change. The 

other face is the one in which health hazards to residents continue due to uninterrupted 

operations of the oil refineries that still forms a part ofμthe mineral energy complex" predating 

the apatheid era in South Africa. Contradictions between these two faces relate to the gap 

between rhetoric and reality of environmental policies in South Africa. These is no easy 

solution to rectify the current situation. Yet， slow but steady progress on improving mutual 

understanding and communication among diverse stakeholders in essential. 
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はじめに

さまざまな環境問題が地球規棋で進行してい

るが、それぞれの問題の深刻度は地域によって

異なっている。南部アフリカ地域は世界平均よ

りも速い速度で温暖化が進行している一方で、

この地域は↑11:界の故も貧しい人々の約 10%が生

活をしている。そのため、この地域における気

候変動へ対応は大変凶難な課題となっている

(Bauer and Scholz 2010: 83)。加えてこの地域

では、人的資源の低開発、農業への高し=依存度、
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貧弱な制度、世界的にも例外的な不平等など複

数の要因により、気候変動による影響にたいし

て極めて脆弱であると指摘されている (Bauer

and Scho1z 2010: 89)。
南部アフリカ地域の政府も問題の深刻さには

気がついている。そのため、それぞれの国にお

いて、環境問題への対応を既存の政策とは別の

対策としてではなく、より統合された対策とし

て、政府の各部局がi調整の上で実施される必要

がある。さらに、そのような統合的政策の実施は、

時間に余裕をおかずに至急に実施される必要が

ある。

本稿ではこの地域の中でも南アフリカに焦点

をあてる。その理由は幾つあげられるo 南アフ

リカは新興経済問の lつで近年の経済成長はめ

ざましし=。しかしその一方で、 1994年のアパル

トヘイト終罵後も、持続可能な社会への移行に

は多大の困難を抱えている国である。ここでの

持続可能性とは、経済的繁栄、環境保護、そし

て社会的正義の3つの要素をすべて満たすこと

を意味する。南アフリカの 2000年時点での一人

あたりの温暖化ガス排出量はおよそ 10トンであ

り、これは同等の一人あたり GDPの国々と比

べるとかなり高く、先進諸国よりやや低い値で

あるにすぎない (Wink1erand Marquand 2009: 

50)。また、国内の貧寂の格差は世界でも最も大

きいl王lのーっとなっている。さらに、アバルト

ヘイト後の政府は反アバルトヘイト運動を主導

したアフリカ民族評議会 (AfricanNationa1 

Congress， ANC)が母体となったが、いっこう

に改善しない生活レベルへの人々の不満は高ま

り、市民は街頭でデモを実施するなどの抗議行

動を頻繁に繰り返すようになった (Thompson

et a1. 2(11)。このような背景から、南アフリカ

は環境正義論が比較的に頻繁に議論され、途上

国としては独自の存在である (Reedand 

George 2011)。

さらに、本稿では南アフリカの都市を考察し、

その l例としてダーバンを取り上げる。一般に

都市は経済活動の中心で、多くの温暖化ガスを

排出している。そのため都市における環境対策

は地球全体に大きな影響を及ぼす Q 南アフリカ

はその暦史的経緯から他の発展途上|玉lより都市

化の度合いが高く、 2007年において人口の約

58 %が都市に住んでいる (Wink1erand 

Marquand 2009: 48)。このような都市化はアフ

リカの中ではきわめて特徴的で、ある。それ故に、

南アフリカの都市を、他の都市との比較におい

て考察することの意義は大きし、。とりわけ、ヨー

ロッパや北米で、は幾つかの都市が環境先進都市

として世界的注日を集めるようになる中で、途

上凶とりわけアフリカの都市が、それら先進的

取り組みとの比較においていかなる性質を持っ

ているかを明らかにする研究は、まだ極めて萌

芽的段階にある (EIU2011)。それゆえに、本

稿は独自の貢献をすることができると思われる。

このような考察を踏まえた本稿の主張は次の

ようなものである。皮肉なことに、アバルトヘ

イト体制を終わらせた ANC率いる政権は、そ

れ以前の政権と同様に権威主義的となった。こ

れに、弱体化した社会運動、場当たり的な政府

の政策、未だにエネルギーと資源に依存した経

済構造、地域開発計両の表面的実施、いかよう

にも解釈可能な持続可能性の概念があいまって、

どのようにすれば経済成長や社会的正義と調和

した持続可能な社会が実現できるかについてつ

い近年までほとんど考えられてこなかった。こ

のような状況を改善するための魔法の杖は存在

しないが、多様な利害関係者の間において地道

で、着実な意思疎通をはかることにより、持つも

のと持たざるものとの格差を乗り越え将来への

展望を開けるであろう。そのような取り組みに

よか持続可能な社会に必要な討議的民主主義

が長期的には培われるようになるのではあるま

し、か。

1 南アフリカと持続可能な社会

市アフリカにおける持続可能な社会への移行

の取り組みはさまざまな角度から考察される必

要があろう¥まず考察されるべきは国家の性

質である。 ANCは1912年に設立され、人種差

別反対運動に従事してきた。この活動のおかげ

でアパルトヘイトはついに終わりを迎えたが、

これがその後の新生南アフリカ国家の性質に大

きな影響を与えることとなる。すなわち、 1994

年以降の南アフリカ社会において、多くの同氏
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はANCをアパルトヘイト体制からの解放者と

して支持してきた。しかし、 ANCがほぼIIWーの

正当な代表者であり、これに取って代わる政治

勢力が見当たらない状況が出現したために、

ANC率いる一種の疑似的一党独裁国家とも言え

る状況が出現した。このため、政府の同氏に対

する説明責任よりも、 ANC内部の権力闘争や、

党や政府の上層部への説明の方が重視されると

いう皮肉な結果を生むこととなった (Mohanty

et al. 2010)。
そのような政府の取った環境目標とはどのよ

うなものであったであろうか。南アフリカは

2009年の気候変動枠組条約第 16同締約|司会議

(COP16)において、通常のシナリオに比べて

二酸化炭素排出量を 2020年までに 34<}{)の削減

を、さらに 2025年までには42%の削減を表明

した (ASSAf2011: 20)。この目標をどう達成す

るかカ~IIU J題であるが、 1991年に誕生した弘、=民

主主義Ilq家である南アフリカではしばしば法律

や制度の先進性と実際の実施状況に大きなズレ

が生じている。この背誌の一つは、「持続UJ能な
社会Jへの移行というとき、その内容がいかよ
うにも解釈されるという状況がある。すなわち

一方において、大多数をJIめる黒人に対-しでも
公的サービスの拡大を|ヌ|る必要から、経済成長

を促進することの必要'性はある程度自明の理で

あった。しかし、南アフリカでは同内産の石炭

を元に安い電力が供給されてきたため、鉱業な

ど多大なエネルギ-iii 7'tを前提とした産業が発
展した。南アフリカは世界でも最もエネルギー

消費の度合いが高い経済の lつである (Holgate

2007:474)。この状況下での経済成長はさらなる

国内エネルギー消費の拡大を意味し、環境的に

はiM暖化対策と全く柏谷れない。他方で、市ア

フリカも気候変動枠組条約といった国際合意を

遵守するために、一定税度の気候変動対策を講

じる必要がある。このようにそれまでの南アフ

リカの優位性を生かした経済成長は、えそく環境

に{憂しくないという相U原的ジレンマがある

(Resnick et al. 2012)。その結果、 ANC政府が

とる諸政策はしばしばその場しのぎで終合性が

なし=。いかようにも解釈可能な「持続可能性J
という丙葉はある怠l床では使利であるが、他方

首尾一貫した対策が取りにくいことを窓味して

いる。

さらに問題をこじらせているのは南アフリカ

における計画の意味づけである。アバルトヘイ

ト則における計画、とりわけ空間計V"iは、白人

とそれ以外の人種の肘住区を分けるための道具

であったため、アバルトヘイト終馬後はその意

義がIrlJわれることとなったO しかし、民主主義

国家として生まれ変わった新生南アフリカにお

いて、各種の計両が政府の意思決定にどのよう

に貢献するべきかという重要な課題については

必ずしもまだ明確な解答はえられていない。そ

の結果として、開発計耐と環境保護政策はしば

しば))Uf，及いとなっている (Harrisonet al. 2008: 

とりわけ chapter9)。

さらに新生南アフリカも地方分権化政策を推

進し、中央と地方はIliJじ政府を構成する異なっ

た陪I(sphere) と規定されたO 環境は中央政府

の一義的義務に属するが、地方政府も自主的に

対応することが求められるようになった。また、

地方政府はそれぞれ統合的開発計画 (integrated

development planning， IDP)を定めることカま

求められるようになった。この IDPの策定には、

住民参加|が不可欠で、とりわけ郡 (ward)にお

いて住民との対話に慕づき計画策定をすること

が求められるようになったo IDPの評価には賛

否両論がある。 IDPによって地方政府における

優先的活動が明確化された一方で、多くの地方

政府は人的・財政的資源の制約に直rfTiし、期待

されたような成果は上がっていないとも評され

る (Baccaroand Papadakis 2009: 270)。さらに

は上述した ANC国家の性格からして、住民参

加は11'先だけの口実になりがちであるとの批判

は強い (Mohantyet al. 2010: 24; Sowman and 

Brown 2006)。
このような結果、南アフリカでは多くの環境

政策が技術的解決に頼る側面が強し、。つまり、

環境アセスメントを合めて政府が立案した各種

の対策を実際に実施するのは民間のコンサルタ

ント会社であり、これら企業は政府の指示に従

い事後的に実施されるのが通常である。言い換

えれば、南アフリカのような人種や|府肘によっ

て分断されている社会においては、各|情!国やさ
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まざまな関係者の意向を広くくみ取り、行政が

広い視野に立ち持続可能な社会形成のために各

関係者と協働を推進することが求められるが、

なかなかそのような状況にはなりにくいのであ

る (Scottand Oelofse 2005)。

このような状況下において期待されるもう 一

つの主体は市民社会であるが、アパルトヘイト

後の南アフリカでは、市民社会は独特の困難を

抱えている。アバルトヘイト期においては、反

アパルトヘイト運動を展開するために市民社会

はその力を発揮した。しかしアバルトヘイトの

終駕により、市民社会の役割は政治的に反対運

動を担うことではなく、経済的便益を市民にも

たらす意味での開発を推進する役割へと変化し

ていった。そのため、多くの黒人居住区での指

導者達は、政府やANCの内部に取り込まれて

いった。結果として、市民社会にはアパルトヘ

イト期に比べると一種の分断状況がもたらされ、

政府を監視したり、それに代わって公的利益を

代弁することが大変難しくなった (Leonard

2012; Leonard and Pelling 2010)。このように

政府、行政、民間企業、市民社会ともにそれぞ

れ問題を抱えてているのが現状である。

2 ダーパン 3)

ダーパンは人口がおよそ 370万人で、南アフ

リカにおける三大都市の 1つであり、最大の港

湾をともなう工業都市である。このダーパンに

は2つの顔がある。1つめの顔は、環境先進都

市への試みである。ダーパンは南アフリカの諸

都市のなかでも気候変動に影響を与えない方式

で2010年の FIFAWorld Cup開催を約束した

場所であること (Roberts2010: 409)、また 2011

年にはポス ト京都議定書を話し合う気候変動枠

組条約第 17回締約国会議 (COP17)の開催地

であったことに現れるように、南アフ リカにお

いても環境先進都市でありたいと願っている。

ヨハネスブルグとケープタウンとダーノくンの 3

大都市で、南アフリカ全体の温暖化効果ガス排

出量のおよそ 21%を占めるのに対して、ダーパ

ン市単独では全体の約 7%を占めている。二酸

化炭素排出量としては、 2005/2006年において l

人あたり 6.9トンで、南アフリカ全体の平均値

重化学工業設備のある南部ダーパン

である 9.6トンよりは4、さい。しかし、 6.9トン

という数値は国際的にはかなり大きい値である

(ASSAf 2011: 31)。このような現状に対して、

COP17やFIFAWorld Cupといったイベントは

その後の幾つもの重要な活動の契機になったし、

市当局も環境対策をさらに一層進めつつあり、

そのような取り組みによって都市の競争力を強

化することが目指されている (Harrisonet al. 

2008: 148)。また、ダーパン市において環境行政

に携わるスタッフの質と量は、南アフ リカのな

かでは、ケープタウン市とともに他の都市を圧

倒している (Saito2013)。これらの結果として、

南アフ リカ科学アカデミー (ASSAf)がダーパ

ンこそが南アフ リカにおいて最初のゼロカーボ

ン都市になるべきであると提言していることも、

それほど的外れとは言えない (ASSM2011)九
もう 1つは、旧来型のエネルギー集約型産業

都市というやや違った顔である。ダーパンには

1950年代以降に設立された複数の大規模な石油

精製所があり、南アフリカの産業の根幹を支え

ている。その後アパル トヘイト体制を強化する

法律の施行によって、黒人やカラードと呼ばれ

る人々は石油精製所の隣接地に無理矢理住まさ

れることとなった。このような居住政策によっ

て、周辺住民はぜん息の症状など多大の健康被

害をそれ以降被ることとなった。アバルトヘイ

ト体制下において、石油精製所を経営する多国

籍企業は「鉱物エネルギー複合体J(mineral 
energy complex)を支えていたため、周辺住民

である政治的マイノリティーの権利よりも、無

論エネルギー産業の利益の方が優先されること
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となった。 1994年のアバルトヘイト終お後も、

ダーパンのみならず南アフリカの産業構造が芥

易には転換しなかったため、石油精製所はその

まま残ることとなったO 方~{I:で、はロイヤル・ダツ

チ・シェル (Shell) とブリティッシュ・ベトロ

リアム (BP) とエンゲン (Engen) とが操業を

続けている。このようにして、ダーバンは南ア

フリカにおける公害と環境正義を求める市民闘

争の象徴的場所となっている (Alyett201 Oa 

and 20日)b)。そのために、主に南部ダーパンで

は幾つもの市民同体が抗議行動を展開するよう

になる。しかし、南アフリカ全体でみられた市

民社会の役割の変化とその佼世づけの相対的弱

体化はダーバンにおいてもおおむね当てはまっ

た。そのため市民社会の一致1.J1結した姿は見ら

れず、むしろ政府や石油関述施設に対する対応

ではそれぞれの組織ごとにかなりの違いも見ら

れる (Leonard2012; Leonard and Pelling 

2010)。

2-1 ダ-パンにおける住民参加の現状

南アフリカのなかでも、住民参加を促進する

ための決意とその実施のための資源配分におい

て、ダーバンは際立っている (Alyett2010b: 

105)。住民参加により、計IIIIIと予算策定の過程

をより透明に、:当局から市民への説明をより武

任あるものに (accountable)、さらに政府の施

策を住民のニーズに対応すること (responsive)

を目指してきた。とりわけアバルトヘイトによ

り分断された地域共同体を包摂し、住民参加lに

より社会変革を日指す政治的意志を市当同は示

してきた。しかしながら、その成果については

残念ながらまだ限定的である (Alyett20日)b:

111)。
より具体的に、ダーバンにおける IDPの作成

についてみてみよう。第 l次 IDP作成において

は、半年ほどのあいだに郡 (ward) レベルにお

ける住民との対話を緊密に行うことが意同され

ていた。参加した住民の数にはかなりばらつき

があり、ある調査によれば少ないところでは 34

名であったり、多いときには 600名であったり

もした (Alyett2010b: 106)。参加した地域住民

は白身の判事者性について感じるところがあり、

身の凶りで、起こっていることについて発言をす

る機会を得たことはよかったとする一方で、も

しも参加塑子j去をとらなかったとしても市当局

が同様の計耐を恐らく作成することは可能で

あったともいえ、参加Jli!!の言I'W司策定が決定的な

最多響を持ったかどうかについては、肯定的には

いえないと ii判tIliされている (Alyett2010b: 107) ， 0 

第2次IDP作成においても、郡レベルの住民

協議は継続された。また、通称ビッグママ会合

(big mama workshop) とよばれる住民参加の

会合も毎年持たれた。しかしながら、多くの研

究者が指摘するように、 :m~ レベルの参加地協議

が実質的に進展したかどうかについては、否定

的な見解が多し E。それぞれの地域における与党

ANCの影科))が依然として強いことや (Alyett

2010b: 1(8) 、君I~ レベルの住民対話は例えばrjr央

政府の政策動lirJなどそれ以外の外部要因に依存

する傾向が強いことがあげられる (Piperand 

Deacon 20(9)。

ここで指摘されるべきは、 IDPの過程におい

て環境対策や持続可能な社会形成という視点が

ほとんどみられなかったことであろう。貧しい

人々にとって最重要である水や電気を確保でき

るかどうか、またゴミ処瑚や安価な公共交通機

関へのアクセスといった必須の公的サービスに

ついては、ほとんど議論されなかった。このよ

う項目に閲する情報は市当J.，Jが既に持っていた

にもかかわらず、委員会を構成する住民メンバー

にはそのような情報は開示されず、そのため市

当局と住民とをつなぎ、協議を計両に反映させ

るという本来の目的には武献できなかった

(Alyett 2010b: 109)。これは lつには、住民と

の協議のやり方がどうあるべきかという点おい

て、市当局がく協議一和解一合意>という 111

態依然の考えに凝り固まっており、それから逸

脱する )j法は「非建設的Jとして排除するとい

う傾向が強かったことがその背景にあると考え

られている (Alyett2010b: 111)。実はこの傾向

は、ダーバンに限られたことではなく、南アフ

リカ全般に指摘されている。南アフリカでは、

住民参加とは「情報交換Jであり、それも通常
住民から当同へ一方的に伝達されるだけである。

別の研究チームも、これら一連の過程において
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住民が議論に参加し、どのようにニーズの優先

順位を決め、それに従ってどのような対応がと

られ、どのような実施計画となるのかを協議す

ることは「参加型協議Jにおいては考慮されて

いないと指摘している (Mohantyet al. 2010: 

124)。

2-2 Imagine Durbanというプロジェク卜 6)

参加型計i曲i策定で特筆すべきは lmagine

Durbanである。これはダーバンの長期計画策

定のプロジェクトで、 2007年に開始された

(Moodley et al. 2009: 10)。これは、地域の安全、

公共サービスへのアクセス、文化から環境対策

まで市民生活のI隔広いテーマを包括した総合計

画である。そこには、今後20年で (2030年頃に)

ゴミゼロを目指すことや、大気汚染の環境被害

をなくすことが掲げられている。また50年後の

2060年頃に二際化炭素排出量をゼロにすること

(カーボシニュートラル都市の実現)などの野心

的目標も掲げられた。これらの日標を実現する

ために、一連の方法も盛り込まれており、市民

や企業にたいして二酸化炭素の削減を勧めてい

る。 lmagineDurbanはカナダに本部を置く

NGOのSustainableCitiesが世界の35の都市

で実施しているプロジェクトで、ダーパンは他

の都市における持続可能な社会形成への経験か

ら学ぶことも山来た (EIU2011: 26、60-61)，。

市の環境行政を司る高官であるデボラ・ロパー

ツ (DebraRoberts) によれば、 IImagine

Durbanは多様な関係者にたいして将来のダー

バンを「想像」してもらうことをであった。そ

こで強調されるのは、今日選択される計画が将

来の世代に大きな影響を与えるということであ

る。その意味において、今日のダーバン住民は

気候変動対策において重要な責-任を担っている。

気候変動への対策は lmagineDurbanを実施す

る過程における環境配慮においても重要な視点

である。J(Roberts 2008: 535)にこのような取
り組みの結果として、ダーバン市においては気

候変動に閑述する諸問題の重要性が、政治家と

行政官の間に共有され、市政府の諸計画iにおい

て欠かさずに盛り込まれることになり、またそ

のため人員と予算が配分されることになった、

としている (Roberts2008: 535)。

これから明らかになるように lmagine

Durbanは通常成功事例として紹介され、プロ

ジェクトの実施者や関係文書からは、確かにそ

のように思われる (Ojendal& Anki Dellnas 

2010: 1，9) 0 lmagine Durbanの教訓として、次

のような事柄が指摘されている。

1 .Ij'l.独ではなく、 NGOを合む多様なパート

ナーと実施すること

2 長期の将来を考えるためには、まず短期や

'11期のことを考えること

3 古t'llhj策定過程には困難がつきものであり、

政治指導者の支援が欠かせないこと

4 学:車:を必ず対象に合めること

5 大胆になろう。試行錯誤で失敗することを

恐れないこと

6 他者を批判するのをやめ、他者の意見をく

みとり、そこから展開すること

7 しっかりフォローすること

8 コミュニケーションを大切に。時と場合に

応じた適切なコミュニケーション方法を

9 新しいチャンスを大切に。それから相乗効

来が生まれる

10 過程に信頼を (Moodley et al. 2009)。

しかしながら、成功例とされる lmagine

Durbanにつでも研究者たちは次のように批判

している。計画作りの中で多様な関係者のあい

だの協働の要素は軽視された。また計両の中で

は経済が社会的要素より優先され、また生態系

に関連する諸問題はほぼ無視されてしまった。

さらに環境保護といっても、計画策定者はそれ

を自然環境の保護と保全というように極めて限

定的に拠えていた。さらに、環境の持続可能性

というJJn市はしばしば使われるようになったが、
実際には計両策定者と環境保護官とでは、同じ

用語でもかなり異なって意味として使われたo

このような結果として、環境保護や持続可能性

の実現にあたっては、しばしば技術的解決を模

索することになりがちで、環境リスクが社会の

構成11にどのように及ぶかという社会的公平性
にたいしてはほとんど配慮されない結果になっ

ている。また、提案された一連の方策を統合的

に実施すると都市空間がどう変化するのか、市
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の財政をどう配分するのかについては、この計

画作りの範鴎外となっている (Todeset al. 

2009)。

このような批判に対して、市当局者のロパー

ツ自身、 ImagineDurbanはカナダNGOの働

きかけで始まったプロジェク トであった し、 市

当局の行政を環境配慮に向けて全面的に改変す

るほどの効果はなかったと自身認めている ヘ

2-3 SDCEAの活動

このような状況下において、特徴的活動を展

開してきたのが南部ダーパン コミュニテ ィー環

境同盟 (SouthDurban Community 

Environment Alliance， SDCEA)である lO)O

SDCEAは1996年に設立され、当初は政治活動

であったアパルトへイ ト反対運動から派生した。

SDCEAが今日興味深いのは、政府が実施する

環境アセスメン トにおいてその実施者として参

加するばかりではなく、南部ダーパンに存在す

る石油精製所をはじめとする工場からの環境汚

染問題を告発したり、中央政府や地方政府に対

してより効果的な環境保護政策を提唱 している

ことである (Alyett201Oa)。

SDCEAは周辺地域の大気を収集し、 その成

分を分析し、そのデータを市当局や社会に公開

している。市当局のモニタ リングでは 4ないし

5種類の化学物質しか収集していないが、

SDCEAではより多くの種類の物質データを集

め、国際的基準に沿って分析 ・公開 している。

多国籍企業側の説明では工場からの排出ガスに

問題はないと しているが、この継続的活動は地

域住民の健康被害の訴えを裏付ける重要な証拠

を提供している。実際に、市当局はSDCEAの

データを多国籍企業に対する行政指導の根拠と

しても使用している。このようなデータ収集と

分析は、住民が科学的データを論拠と して多国

籍企業や政府に堂々と挑戦することを可能にし

ているのみならず (Alyett201Oa: 490)、あまり

教育を受けていない地域住民にとっても科学を

市民にと っても使える「武器Jとし、それによっ

て政府や企業の責任追及を可能にしているので

ある。

SDCEA事務局長のデズモンド ・デサ

小学校に設置された市当局による大気観測の設備

(Desmond D'Sa)は、以前は化学工業界で働い

ていた。デサは「世界の中でも最も進歩的政府

といえども常に人々からのプレッシャーを必要

としているJ(Alyett 2010a: 488)として、建設

的批判を展開している。このような建設的批判

は市当局にはしばしば厄介な存在となるが、し

かし他方でSDCEAしかな しえない貢献につい

ては市当局も感謝を公にしている。ある市当局

者は、「環境保護運動は必要だね。市は環境規制

を設けることは出来るが、現在そのような規制

は極めて弱い。当地にある巨大な多国籍企業を

「何とかする」には、環境保護運動も必要だね。J
と発言している (Alyett201Oa: 488)。環境リス

クは しばしば社会の中でも弱い立場にある人々

にしわ寄せが行くため、 SDCEAのこのような

活動は社会の富裕層や権力者たちに「忘れられ

た問題」を再度想起させる重要な意味を持って

いる。さらに、これまでに見たように、住民参

加の手法は しばしば行政からの一方的情報伝達

であったこととあわせると、正式な市当局との

協議のチャネルの他に、このような有意義な意

思伝達の機会を提供していることは大変重要で、

ある。科学に裏打ちされた証拠を持ち、住民か

ら信頼された立場にいる市民活動を展開する

SDCEAの役割の意義は決して小さくない

(Alyett 2010a)。

SDCEAとしてもダーノくンカ宝COP17をホス ト

として開催したことを含め、市のさまざまな取

り組みについてはそれなりに評価している。し

かし例えばCOP17開催中も石油関連施設の

近隣では健康被害が続いていたことは、ダーパ
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ンの二由.性をあわらしている。例えば、 SDCEA

はBeautyand the Beastと題した映像資料を作

成したが、このディズニー映IllJjをもじったタイ

トルは、締麗な海岸や自然が横たわっているそ

のすぐ隣で、野獣ともいえる石油精製所が今な

お健康被害を引き起こし続けているという対比

を皮肉っている。 SDCEAとしてはダーバンの

負の側面についても同際社会はよく理解すべき

であると考えている (Bond2012)llL 

3 ダ-バンをめぐる議論

2つの顔を持つダーパンの取り組みは、南ア

フリカ全体の問題と呼応している O ダーバンに

おける取り組みも、南アフリカでの制度全体の

問題点としてすでに指摘された法律や制度の素

晴らしさと実施における現実の格差が激しいこ

とを示していた。 IDPの取り組みにおいても、

その実施における市当局の柔軟性のない姿勢に

は疑問も感じられた。また、地方の末端である

郡における人材などの不足から、新生南アフリ

カにおいて重視された住民参加は形式的になり

がちであった。これらは、他の場所でも見られ

る共通の課題と言えよう。一貫性のない対策の

1つの原因としては、「持続可能な社会」は意味

が不明確で、いかようにも解釈できることも挙

げられる。

他方で、例えばケープタウンと比べるとダー

パンは独特の岡難をともなっている。すなわち、

ケープタウンが観光やサービス産業に立脚して

いるのにたいして、ダーパンは未だにエネルギー

消費の大きい石il11化学産業の比重が極めて高し=。

そして、ダーパンで作られた石1111関連製品が南

アフリカ全体を支えている構凶は未だに変わっ

ていなし、。そうであるからこそ、環境先進都市

と公害都市という相矛盾するダーバンの2両性

は際立っている。

さらに、ダーバンはケープタウンとはやや異

なる複雑性を持っている。ケープタウンにおい

ても少数の白人と多数の黒人の生活レベルの差

は格段に大きし=。本論ではあまり触れることが

なかったが、ダーバンにはインド系のカラード

という人々が多く、多人種間の関係はより錯綜

している。例えばゴミの処瑚施設をめぐっても、

相対的に所得レベルの高いカラードの人々は処

分場の廃止を求めたが、ゴミをあさってごく少

額の金銭を得ることでしか生活が出来ない黒人

コミュニティーは逆に処分場の廃止には反対し

たo つまり、<裕福な白人対貧しい有色人種>

というような単純な構造ではダーバンの社会は

理解できず、より人種や社会階層に細かな配慮

が必要で、それなしに効果的対策は実施できな

いのである (Leonardand Pelling 2010; 

Leonard 2012)。
この矛盾を解決にあたっては単純な方法は恐

らく存在しないであろう。しかし、必要な解決

の方向性はすでに今までの経験から明らかであ

ると思われる。すなわち、技術論的視点からよ

り社会的公平性や環境正義を意識した対策の立

案と実施へと舵を切る必要があると考えられる。

無論さまざまな環境技術の育成や、行政の手続

き上のシステムの向上は今後とも必要である。

しかしよりさらに重要なことは、意思決定の

仕組みにおける関係者間の意思疎通の向上であ

ろう。これなしに、より社会的に弱し=立場にあ

る人々が公害などの産業リスクによるしわょせ

を多く被るという不公平を是正することができ

るとは思われなし=。どのような立場の人々が"¥ 

かなるしわ寄せを被っているかを当局者が理解

することがまず先決で、そのために意思疎通が

欠かせないのである。そこではお互いが属する

「世界」を超え、互いの「世界観」を理解し合う

ことが求められる。つまり、一義的には政策立

案者が多様な市民の生活をそのまま理解するこ

とが必要で、あるが、他方で市民社会や民間企業

やさらには学術関係:者にいたるまで、全てが相

互理解の壁を越える努力をする必要が求められ

ると言えよう (Harrisonet al. 2008:とりわけ

chapter 14)。
無論このようなコミュニケーションはどこの

環境対策においても重要であるが、しかしこれ

までの歴史的・社会的背景を踏まえれば、南ア

フリカにおいて、またダーバンにおいてその重

要性は強調されてもされすぎることはない。計

画の意味がアバルトヘイト後には再定義される

必要がありつつも、まだそれがなされていない

現状では、さらにこのことは必須で、あると思わ
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れる。政策決定者が、市民の要求を充分に坪.解

できない限り、地方分権化政策も民間への業務

委託も、仮に実施されたとしてもそれぞれ効果

を上げることがないのは火を見るよりも川らか

である O

このような意思疎通のliJ]"上が、今まさに求め

られている。冒頭の引!日文が示すように、失望

した人々はどこへその不i，:I:jをぶつければいいの
か分からずに抗議行動を起こす。なぜならこの

ような行動によってあのアバルトヘイトさえも

ついには終罵したのである O 普通の人々にとっ

て、現状の不満を行政やANCが適切に聞き入

れない|決り、一見非生産的ともいえる抗i議行動

は続くであろう。

(c.士号会

市口日間

これまでに見てきたように、南アフリカにお

ける、またダーパンにおける、持続可能な社会

への移行は簡単なものではなし、。そこには大き

なジレンマが横たわっている。しカか、し、これら

の取り組みを簡単に「失l敗!攻文」と位置づけること

は H時寺 j朋切 I~、;?百IlAι111

体制カか、ら新生の民主主義↓いド川l氏I~I 家へ南アフリカカがf移

行してカか、らまだだ、2却0年ほどしカか、たつていない O 民

主主義という複雑な制度が成熟するには長い時

間が必要であることを考えると、むしろこれま

での経緯は非難されるべきではなく、肯定的に

捉えられるべきかもしれない。

持続可能な社会実現への道のりは遠くかっ険

しい。なおかつ、回全体の取り組みと"r!iの活動

がうまく相互に関連し介つてはじめて効以を上

げることができる。その意味では ANCや政治

の仕組みが変わることも当然求められるし、ダー

パンのような南アフリカの諸都市の取り組みも

より総合的で包括的になることが必要となる。

そのために、意思疎通を改善する努力が多様な

関係者によって理解され、また実施されていく

ことがまず日の前の第一歩になることを指摘し

つつ、今後とも「虹のように輝く七色の II~IJと
評される南アフリカの動lilJを見守っていきたし、

注

1) 本稿は龍谷大学期期|五|外研究員として、 20]2年2月

から 3Jjにかけての約 lヶJJIIIjの南アフリカにおけ

る調査をもとにしているむ南アフリカにおしゐては、

ケープタウン大学、 1'4"ケープ大学、クワズール・ナター

ル大学の多くの|則係行のお世話になった。ケープタ

ウンrb"につV¥ては、りIjの機会に小論をまとめている
のでそちらを参l!日されたい (Saito2013) c 

2) Iy-jアフリカの歴史にっし、ては、 トンプソン 1998が優

れてし hる「

:~)ダーバンの行政 I~. の正式名称は eThekwini

Municipalityであるが、本杭ではダーパンないしダー

パン rliと表記する。公式サイトは、 http://www.

durban.gov.zalを参mto
4) ASSAfはその報;17:!?におし hてさまざまな問題を考慮

しているが、民体的達成期限については述べてし、な

い (ASSM2(11)" 

5) :~'í I時ダーパン巾.長であったマイク・スットクリフ

(Mike Sutcliffe)は「住民のニーズについては孜々

はよく知ってし hる。いやまさに次の 100年のニーズ

も、多少順序が変わる程度のことで、ほぽ同じであ

ろうJと発言したことが伝えられてし、る (Mohanty

et al. 2010: 124)"これは住民参加lの他府を用解した

党言とは理解できない。 2012年 2JJ 16 11にダーバン

diで、あったrli役所職uも、 IDPは住民参加にそれほ
ど熱心ではなかったと正直に話した。

6) 公式サイトは、http://www.imaginedurban.org/参照c

7) 11慨については、 http://www.imaginedurban.org/

Pages/sustainability.aspx参照引

8) この記述から I~J らかなことは、 Imagine Durbanで

はパックキャスティングの方法がとられたことであ

る仁これは環境対策におレて先進的であるとされる

北欧などでしばしば抹JHされる Ji?tである。
9) 2012年2月2811の'tl1iiifjで‘のインタビューの lijj様に初

WJの ImagineDurbanに関わった NGO職員も、行

政組織HlJの調整は思った以上に厄介なIIU組であり、

また ImagineDurban の結果、政策決定~.の意識が

変わったとまでは日えないと評した (2012年 2月15

1-1のインタビュー)0 

10)インターネットサイトは、 http://www.sdcea.co.za/

を参H討。

1]) 2012年2月1711 にSDCEAを訪問し、デサ事務局

長にもインタビューを実施。
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